
千葉市職員の定年等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布

する。  

  令和５年３月２８日  

        千葉市人事委員会委員長  酒   井   正   利  

千葉市人事委員会規則第４号  

   千葉市職員の定年等に関する規則の一部を改正する規則  

千葉市職員の定年等に関する規則（平成３年千葉市人事委員会規則第

７号）の一部を次のように改正する。  

第１条中「第４条第５項」を削り、「勤務延長」を「勤務延長等」に

改める。  

第２条第２項中「条例第４条」の次に「第１項又は」を加え、「勤務

延長の期限の延長承認申請書（様式第１号）」を「異動期間を延長した

職員の勤務延長の承認申請書（様式第１号）又は勤務延長の期限の延長

承認申請書（様式第２号）」に改める。  

第３条中「様式第２号」を「様式第３号」に改める。  

第４条の見出しを「勤務延長等に係る辞令書の交付」に改め、同条中

「一に」を「いずれかに」に改める。  

第５条の見出しを「勤務延長の状況の報告」に改め、同条中「様式第

３号」を「様式第４号」に改める。  

第６条を第１３条とし、第５条の次に次の７条を加える。  

（異動期間の延長）  

第６条  任命権者は、条例第１０条に規定する職員の同意は、書面によ

って得るものとする。  

２  任命権者は、条例第９条第２項又は第４項の規定により人事委員会

の承認を得ようとする場合は、異動期間の延長承認申請書（様式第５

号）に前項に規定する書面を添えて行うものとする。  

（異動期間が延長された管理監督職に組織の変更があった場合）  

第７条  条例第９条第１項又は第２項の規定により異動期間が延長され

た管理監督職を占める職員が、組織の変更等により当該管理監督職の

業務と同一の業務を行うことをその職務の主たる内容とする他の管理

監督職を占める職員となる場合は、当該他の管理監督職を占める職員



は、当該異動期間が延長された管理監督職を引き続き占めているもの

とみなす。  

（延長した異動期間の期限の繰上げ）  

第８条  任命権者は、条例第９条第１項又は第２項の規定により異動

期間を延長した場合において、当該異動期間の末日の到来前に同条

第４項の規定を適用しようとするときは、当該異動期間の期限を繰

り上げることができる。  

（管理監督職上限年齢制に係る辞令書の交付）  

第９条  任命権者は、次の各号のいずれかに該当する場合には、職員に

その旨を明示した辞令書を交付するものとする。  

（１）地方公務員法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等を

行う場合  

（２）条例第９条第１項から第４項までの規定により異動期間を延長す

る場合  

（３）前条の規定により異動期間の期限を繰り上げる場合  

（４）条例第９条第１項から第４項までの規定により異動期間を延長し

た後、管理監督職勤務上限年齢が当該職員の年齢を超える管理監督職

に異動し、当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達してい

ない職員となった場合  

（特定管理監督職群を構成する管理監督職）  

第１０条  条例第９条第３項に規定する人事委員会規則で定める管理監

督職は、次の各号に掲げる区分ごとに、当該各号に定める職とする。  

（１）保育所長等の特定管理監督職群  保育所の所長及び認定こども園

の園長並びに幼保指導課の保育所指導担当課長、主幹及び担当課長補

佐  

（２）消防署長等の特定管理監督職群  消防署の署長並びに消防局の部

長及び担当部長  

（３）消防署副署長等の特定管理監督職群  消防署の副署長、消防局の

課長（消防署の課長を除く。）及び消防学校長  

（４）校長等の特定管理監督職群  小学校、中学校、高等学校、中等教

育学校及び特別支援学校の校長、副校長及び教頭並びに企画課長及び



教育職員課長並びに学校教育部の部長、課長及び所長並びに教育委員

会事務局の統括管理主事及び統括指導主事  

（異動期間の延長の状況の報告）  

第１１条  任命権者は、毎年５月末日までに、前年の４月２日からその

年の４月１日までの間に条例第９条の規定により異動期間が延長され

た管理監督職を占める職員に係る当該異動期間の延長の状況を異動期

間延長状況報告書（様式第６号）により人事委員会に報告しなければ

ならない。  

（定年前再任用の選考に用いる情報）  

第１２条  条例第１２条に規定する人事委員会規則で定める情報は、定

年前再任用（同条の規定による採用をいう。）をされることを希望す

る者についての次の各号に定める情報とする。  

（１）人事評価結果その他勤務の状況を示す事実に基づく従前の勤務実   

績  

（２）定年前再任用を行う職の職務遂行に必要とされる経験又は資格の

有無その他定年前再任用を行う職の職務遂行上必要な事項  

 様式第１号から様式第３号までを次のように改める。  



様式第１号  

 



様式第２号  

 

 



様式第３号  

 

 



様式に次の３様式を加える。  

様式第４号  

 



様式第５号  

 

 



様式第６号  

 



 附  則  

（施行期日）  

１  この規則は、令和５年４月１日から施行する。  

（経過措置等）  

２  千葉市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和４

年千葉市条例第２２号。以下「定年等改正条例」という。）附則第２

条第１項の規定による勤務については、第２条から第４条の規定を準

用する。  

３  定年等改正条例附則第２条第２項に規定する人事委員会規則で定め

る職は、次に掲げる職のうち、当該職が基準日（同項に規定する基準

日をいう。以下同じ。）の前日に設置されていたものとした場合にお

いて、基準日における新条例定年（定年等改正条例第１条による改正

後の千葉市職員の定年等に関する条例（昭和５９年千葉市条例第４号。

以下「新定年条例」という。）第３条に規定する定年をいう。以下同

じ。 )が基準日の前日における新条例定年（同日が令和５年３月３１

日である場合には、定年等改正条例第１条による改正前の千葉市職員

の定年等に関する条例第３条に規定する定年。次項において同じ。）

を超える職（基準日における新条例定年が新定年条例第３条に規定す

る定年である職に限る。 )とする。  

（１）基準日以後に新たに設置された職  

（２）基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職  

４  定年等改正条例附則第２条第２項の人事委員会規則で定める職員は、

前項に規定する職が基準日の前日に設置されていたものとした場合に

おいて、同日における当該職に係る新条例定年に達している職員とす

る。  

５  定年等改正条例附則第３条第１項及び第２項並びに第４条第１項及

び第２項の人事委員会規則で定める情報は、暫定再任用（定年等改正

条例附則第３条第１項及び第２項並びに第４条第１項及び第２項の規

定による採用をいう。）をされることを希望する者についての次の各

号に定める情報とする。  

（１）人事評価結果その他勤務の状況を示す事実に基づく従前の勤務実



績  

（２）暫定再任用を行う職の職務遂行に必要とされる経験又は資格の有

無その他暫定再任用を行う職の職務遂行上必要な事項  

６  定年等改正条例附則第８条に規定する人事委員会規則で定める短時

間勤務の職は、次に掲げる職のうち、当該職が基準日の前日に設置さ

れていたものとした場合において、基準日における新条例定年相当年

齢（定年等改正条例附則第４条第２項に規定する新条例定年相当年齢

をいう。以下同じ。）が基準日の前日における新条例定年相当年齢を

超える短時間勤務の職（当該職に係る新条例定年相当年齢が新定年条

例第３条に規定する定年である短時間勤務の職に限る。）とする。  

（１）基準日以後に新たに設置された短時間勤務の職  

（２）基準日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の

職  

７  定年等改正条例附則第８条の人事委員会規則で定める者は、前項に

規定する職が基準日の前日に設置されていたものとした場合において、

同日における当該職に係る新条例定年相当年齢に達している者とする。  

８  定年等改正条例附則第８条の人事委員会規則で定める定年前再任用

短時間勤務職員は、第６項に規定する職が基準日の前日に設置されて

いたものとした場合において、同日における当該職に係る新条例定年

相当年齢に達している定年前再任用短時間勤務職員とする。  


